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11．．ははじじめめにに  

都市再開発法第 91条において、借家権転出に伴

う補償金の規定が設けられている背景について、

同法制定時（1969（昭和 44）年）時点での議論な

どを踏まえて、事実関係を整理する。 

 

22．．都都市市再再開開発発法法制制定定のの経経緯緯ととそそのの際際のの議議論論  

(1)制定経緯 

都市再開発法の制定経緯は以下の表 1のとおりで

ある。なお、1967（昭和 42）年の第 55回特別国

会及び 1968（昭和 43）年の第 58回通常国会に法

案が提出されているが未成立に終わっている。 

(2)制定時の国会での議論 

主な論点としては、①借家人を市街地再開発組

合の組合員にできない理由、②再開発ビルの家賃

についての引き下げの方法、③借家人転出の場合

の補償金の考え方、の 3点である。 

 

 

借家人の保護については、法案審議を通じて、

日本社会党と公明党を中心とする厳しいやりとり

とそれに対する法案上の措置を説明する機会が相

当に存在し、政府側は、借家人保護に努力するこ

とや借家人の転出にあたっては、丁寧に対応する

という発言に終始していた。この際、借家人転出

にあたっては、近傍同種の借家権の取引実態を踏

まえて、存在する場合には借家権対価を補償する

と発言している（表 2の行 6列 Cの発言参照）。 

また、都市再開発法制定時の参議院における附

帯決議のうち借家人に関するものは以下のとおり

である。なお、集議院建設委員会は強行採決され

たため、附帯決議は承認されていない。 

 

 

表 1 都市再開発法制定経緯 

 

 

特集  市街地再開発事業における借家人転出に伴う補償の考え方について  

  

 

一 市街地再開発事業の実施に伴い権利を失

うこととなる零細な居住者の補償等について

十分に排除すること。 
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表 2 都市再開発法制定時の国会議事録における「借家」に関する主な議事 
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表 2 都市再開発法制定時の国会議事録における「借家」に関する主な議事 

 

 

33．．都都市市再再開開発発法法施施行行時時ににおおけけるる通通達達等等のの記記載載  

ななどど  

(1)事務次官通達（1969（昭和 44年）12月 23日） 

国会における借家人に関する厳しい議論を踏ま

えて、借家人に関して以下のとおり記載されてい

る。 

(2)局長通達（1969（昭和 44年）12月 23日） 

上記事務次官通達を受けて、局長通達では、借

家人が転出する場合には、家主の資産が借家権の

価額分減少するという割合法を明記するとともに、

家主が転出して借家人が残る場合の家賃算定にお

いて、借家権の価額に応じて必要な補正をするこ

とを記載している。 

(3)過去の通達の効力について 

1999（平成 11）年の地方分権一括法制定によっ

て機関委任事務制度が廃止されたため、上級機関

から下級機関に対して指導監督するための通達は

効力が失われていると一般的には解されている。

過去の通達については、一部、技術的助言として

維持されている場合もあるが、都市再開発法に関

しては、借家人に関する部分について、技術的助

言として維持されていることを明記する通知類を

確認することはできない。 

  

44．．若若干干ののココメメンントト  

借家人が転出する際の補償については、都市再

開発法制定時においては、借家人保護の観点から

の厳しい国会の議論などを踏まえ、借家権につい

て近傍同種の取引事例を参照してその対価を補償

するという同法第 91条の規定を踏まえ、通達では、

借家権価格が存在する前提で記述がされている。 

ただし、本特集における島田先生の論考のとお

り、近年においては、借家権価格について取引さ

れる実態が存在しないことから、借家権価格が存

在することを前提とする法制定時の考え方から運

用の考え方を展開する時期に来ていると考えられ

る。 

なお、提言案でも述べているとおり、借家人転

出にあたっては、借家権対価補償をしない場合で

あっても、市街地再開発事業の特質及び個々の借

四 施行地区内の関係権利者で、その権利ま

たは資力が零細であるために市街地再開発事

業によって整備される施設建築物に入居する

ことのできない者その他事業の施行により筑

波に提出すること。となるものに対する補償

その他救済措置について十分配慮すること。 

八（1）市街地再開発事業の施行に伴い、権利

の変換を希望しない旨の申し出をし、または借

家権の取得を希望しない旨の申し出をして施

行地区外に転出する者等に対しては、その者が

施行地区内に有していた宅地、借地権、借家権

等の資産の価額を事業計画の決定等の公告の

日から起算して 30 日を経過した日（以下「評

価基準日」という。）における取引価格等を考

慮し（法第 80条）、これに利息相当額を附した

補償金を支払う こととなるが（法第 91 条）、

借家人または家主が転出する場合における家

主の資産の評価については、次のようになるこ

と。 

イ 家主が転出する場合に、家主に補償す

べき資産の価額は、家主の有している宅

地、借地権または建築物の評価基準日にお

ける価額から借家人の有している借家権

の評価基準日における価額を控除した価

額であること。 

 

ロ 借家人のみが転出する場合に、家主

の資産として、権利変換を受けることと

なる資産の価額は、イと同様に家主の資

産の価額から借家権の価額を控除した価

額であること。 

なお、イの場合において借家人が転出しない

ときは、施行者が従前の家主にかわって借家

人の家主となるが、この場合、標準家賃の額

の確定にあたっては、当該借家人が有してい

る借家権の額に応じて必要な補正を行う必要

があること（都市再開発法施行令第 41条）。 
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家人の事情を勘案して、通損補償のなかで柔軟に

対応することが重要と考えている。 
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